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令和 7 年（2025 年）5 月 12 日 

八 王 子 市 社 会 福 祉 審 議 会  

児童福祉専門分科会認可部会
 

子 ど も の 教 育 ・ 保 育 推 進 課 

保 育 幼 稚 園 課 

 

認定こども園施策の方向性について  

  

1 これまでの議論の振り返り 

(1) 「八王子市乳幼児期の教育・保育に関する方針」では、今後の認定こども園移行につ

いては、慎重に検討していくとしている。 

(2) 認定こども園施策の現状説明  

（国・都の動向や本市の幼児教育・保育の児童数・需要等の各種データ、認定こども園

化によるアンケート調査結果、効果及び影響など） 

(3) これまでの移行による効果や影響、本市が行ってきた質の向上を図る施策を踏まえ、

今後の認定こども園施策の方向性について、ご意見をいただきたい。 

 

2 検討の流れ 

 日付・時期  内容  

第 1 回  4 月 ２8 日（月） 現状説明 

第 2 回  5 月 １2 日（月） 審議① 

第 3 回  5 月 26 日（月） 審議②、答申案の整理 

第 4 回  6 月 23 日（月）  答申案をもとにした最終議論 

令和 7 年 8 月まで （予定） 答申をもとに、市として方向性を決定  

 

3 前回のご意見及び回答（当日意見）  

 

No. ご意見・ご質問  回答（前回部会からの補足を含む。）  

1 
国の需給特例では、八王子市はど

こに該当するか。 

需要よりも供給が多く、量の確保はできてい

る状況である。なお、「都道府県計画で定め

る数」の考え方については、こども家庭庁に

確認中のため、次回以降回答する。 

2 

【質の向上①】 

これまで質の向上のために八王子

市は認定こども園化を進めてきたと

思うが「慎重に検討する」と変更とな

需要の競合などの課題から、質の向上の取

組として効果的かどうかの検討が必要であ

ると考えている。市では、現在さまざまな手法

を活用して質の向上に取り組んでいるところ

である。 
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ったことについて、八王子市はどう

考えているか。 

3 

【質の向上②】 

設備や運営基準が厳しくなると質の

高い教育・保育に直結するというこ

とか。 

資格保有者や設備・面積要件など、保育部分

と幼稚園部分の両方の認可要件を満たすこ

とで、質の高い提供体制が確保されると期待

する部分はある。 

4 

【質の向上③】 

複数の施策で質の向上を図ってい

る中、それぞれの効果は示せるか。 

教育や研修の効果がすぐに測定できるわけ

ではないので、示すのが難しいところではあ

る。ただし、これまで市としては認定こども園

化だけでなくさまざまな施策から質の向上を

推進してきたことから、実績や数的な結果は

示すことができる（4(4)及び(5)に記載）。 

5 

認定こども園の保育定員に対する

充足率が 8～9 割、教育は半数程

度だが、この結果を市としてどう認

識しているか。  

保育定員の充足率については、少子化が進

んでも共稼ぎ世帯の増加により保育需要の

変動があまりなかったことが読み取れる。一

方で、教育部分は全体的に需要が減ってい

る傾向がある。 

6 

認定こども園の設置場所は、需要と

供給の偏りがないと判断してよい

か。 

子どもの数の偏りもあるため、設置が少ない

地域もあるが、偏りが出ないように、市内全

域に移行してきたところである。 

7 

すべての施設が認定こども園にな

れば、そこで従事する職員は両方の

資格を有するため、保育と教育の両

面から資質向上ができるのではな

いか。 

近年の保育者養成ではいずれの資格も取得

する者がほとんどだが、現在勤務している方

の中にはいずれかの資格しか取得していな

い方もいるため、負担が大きいと考えてい

る。 

8 

幼保連携型認定こども園の職員

は、常に教育と保育のどちらも行う

役割として従事しているか。 

幼保連携型認定こども園においては、幼稚園

教諭免許状を有し、かつ、保育士としての登

録を受けた「保育教諭」の配置が必要となる。 

9 
保育児の推移の見込みについては

どう考えているのか。 

少子化の影響と共稼ぎ世帯の増加により、近

年保育利用者数は横ばいである。1,2 年で

劇的に減少に転じることはないと思うが、長

期的には減少する見込みである。 

（第 1 回資料 10 に記載。）。 

10 
認定こども園職員アンケート・保護

者アンケートの回答率を知りたい。 

①職員アンケートは、対象者 616 人中、135

人から回答があり、回答率は 22％。 

②保護者アンケートは、対象者 1,470 人中、

493 人から回答があり、回答率は 34％。 

11 

保護者アンケートの結果では認定こ

ども園移行の前後で「あまり変わら

ない」との意見が多いが、これにつ

いて市はどう考えているか。 

保育園で教育的な部分を取り入れる園や、

幼稚園で一時預かりなどの保育を取り入れ

る園もあり、劇的な変化というのはあまりな

いかもしれないことから、アンケート結果でも

変わらないと回答した保護者が多いと考えて

いる。 
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認定こども園への移行にあたっての影響もあ

ることから、方向性を考える指標の 1 つと考

える。 

1２ 
私学助成幼稚園からの移行試算モ

デルの見方について 

市の支出という視点で作成した資料である

ため、実際に施設で必要となる運営費とは乖

離がある。 

市から支出する費用負担としては、認可保育

所からの移行と比較して負担が増大すると

いう視点でご確認いただきたい。 

   

 

4 前回の意見・質問を踏まえた各種データ等  

（1）子ども子育て支援事業計画における見込み 

 

 

上記のグラフは、第 2 期八王子市子ども・若者育成支援計画で定めている子ども・子育て支援

事業計画の見込みである。就学前児童数の減少に伴い、量の見込みも減少すると予測され、確

保方策（＝保育定員数）は十分に確保できる見通しである。 
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(2)保育施設における空き定員数（各年 4 月 1 日） 

以下の表は市内の認可保育施設における空き定員数を示している。在籍児童数の減少に伴

い、空き定員数も増加している。 

 R5 R6 R7 

（１） 在籍児童数 10,715 10,693 10,579 

（2） 利用定員数 11,174 11,179 11,117 

（3） （1）-（2） ▲459 ▲486 ▲538 

（4） 空き定員数（弾力化を除

く） 
▲957 ▲975 ▲972 

※認可保育所、認定こども園（保育部分）、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所に

おける在籍児童数と利用定員数から算出 

※弾力化とは、待機児童解消などのため、保育室の面積や保育士の配置などの設備・運営基準を満たした上

で、定員を超えて児童を受け入れることをいう。 

 

(３)保育園・幼稚園・幼保連携型認定こども園の役割 

本市は、質の高い幼児教育・保育を一体的に提供することを目的として、既存の保育園及び幼

稚園から認定こども園への移行を推進してきたが、前回の議論の中で、保育園での教育、幼稚

園での預かり保育等について意見があったことから、各指針・要領から各施設の役割を確認す

る。 

類型 指針・要領 所管 役割 

保育園 保育所保育指針（資料２） 子ども家庭庁 保育（養護と教育） 

幼稚園 幼稚園教育要領 文部科学省 教育 

幼保連携型 

認定こども園 

幼保連携型認定こども園教育・ 

保育要領 
子ども家庭庁 教育及び保育 

 

各指針・要領では、子どもの主体的な活動により、乳幼児期にふさわしい生活が展開されるよ

うにすること等を目標として、どの施設類型においても教育を実施するものとしている。また、各

指針・要領の共通目標として「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を定めており、教育に関

わる側面のねらい及び内容が明確化されている（保育園に関しては、資料２「保育所保育指針」

４ページ「幼児教育を行う施設として共有すべき事項」のとおり。）。 

このように、保育園、幼稚園、幼保連携型認定こども園、すべての施設において、幼児教育を

提供することが定められており、各施設類型に関わらず、幼児教育を受けることが可能となって

いる。 

本市では、すべての施設での幼児教育の質の向上のため、4（4）で列挙している様々な施策

を展開するとともに、幼児教育・保育センターによる支援や、東京都の「とうきょうすくわくプログ

ラム」を活用し、子どもの主体的な活動を支援している。 
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出典：「八王子市乳幼児すくすくてくてくガイドライン」 
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(４) 幼児教育の質の向上に関する取組 

本市では、令和 4 年 3 月に、保育者の教育・保育活動を支援し、より質の高い教育・保育の

提供や子どもたちの健やかな成長を育む環境の充実の一助となるよう「乳幼児すくすくてくてく

ガイドライン～八王子市 乳幼児期の教育・保育の質に関する指針～」を策定している。 

また、令和 7 年 4 月には、本市における幼児教育・保育に関する方向性を示し、本市で育つ

すべての子どもが、将来に渡って幸せな状態（ウェルビーイング）で過ごすことができるよう、

「量」の適正化と「質」の向上を図っていくことを目的に「八王子市乳幼児期の教育・保育に関す

る方針」を定めたところである。 

 このように、本市では市全体における幼児教育・保育の質の底上げを目的として指針や方針

を独自に定めるとともに、幼児教育・保育の質を向上するための様々な施策を展開しており、具

体的には以下の取組を進めている。 

 
取組 内容 R6 実績 

1 保育従事者研修等 

保育者の資質向上のため、幼児・教育センターで研

修内容を定め、実施している。 

R6 開催状況は資料３、R7 開催予定の研修は資料４

のとおり。 

資料 3 の 

とおり 

2 
発達障害児地域支援

講習会 

八王子市医師会の協力を得ながら、発達障害の理解

及び援助方法を習得するため、ハッチネットセミナー
4 回 

出典：文部科学省「幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引きの参考資料（初版）」、令和4年3月31日 
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（ハッチネットセミナー） を開催するとともに、研修の動画配信を行い、職員の

スキル向上を図っている。 

令和 6 年度の実績報告は資料 5 のとおり。 

（参加人数：

384 人） 

3 保幼小連携の取組 

教育委員会と協同し、小学校における就学の様子を

見学し、架け橋期の教育内容について、幼児教育・保

育施設、小学校及び学童保育所との連携を推進して

いる。 

保・幼・小連携の拡充を図るため、架け橋カリキュラ

ム作成を検討している。 

「保・幼・小連携

の日」 

実施率 86.7% 
(市内 67 校実施) 

4 すくてくシートの活用 
「すくてくシート」（旧就学支援シート）の活用及び支

援者や支援機関の連携を図っている。 
- 

5 
幼児教育・保育アドバ

イザーによる支援 

教育・保育施設に対し、保育の内容等についての助

言等の支援を実施するとともに、特定の施設に対し

て訪問支援を行っている。 

また、保育者間の学びの共有や、子どもたちの育ちを

より深く理解するため、公開保育を開催している。 

訪問支援：5 回 

公開保育： 

民間 3 園 

公立 5 園 

6 

乳幼児期すくすく 

てくてくガイドラインの

活用 

幼児教育・保育センター主催研修において、ガイドラ

インを資料として活用している。 
- 

7 巡回発達支援 
子どもの発達支援を専門とする職員が教育・保育施

設を巡回する巡回発達相談を、実施している。 

【実施件数】 

（実施施設数） 

幼稚園：48 件

(13 園) 

保育園等：270

件(73 園） 

８ 
子どもの主体的な 

活動の支援 

東京都の「とうきょうすくわくプログラム」の活用によ

り、乳幼児の主体的・協同的な探求活動を支援する。 

（プログラムの概要は資料 6 のとおり。） 

【実施園】 

22 園(市把握分) 

 

（5）多様な保育ニーズへの対応 

共働き世帯の増加、核家族化や生活スタイルの多様化に伴い、保育ニーズが多岐にわたり、

多様な保育体制の提供が求められている。本市では、保護者の様々な就労形態や多様化する

保育ニーズに対応し、保育の質の向上を図るため、以下の取組を進めている。 

 実施

主体 
取組 内容 R6 実績 

1 
保 

認 

幼 

保育士配置基準

の見直し 

1 歳児、2 歳児、4・5 歳児に対して国の

基準を上乗せして保育士を配置できる

よう、市が補助を行っている。 

（第 1 回資料 1 28 ページに記載。） 

－ 

２ 
保 

認 
延長保育事業 

多様化する就労形態に対応するため、保

育時間の前後に延長して保育を実施す

る。 

民間保育園：55 園 

公立保育園：16 園 

認定こども園：15 園 

3 

保 

認 

幼 

地域子育て支援 

拠点事業 

（子育てひろば 

地域の親子が気軽に集え、子育て相談

ができる身近な居場所を提供する。 

民間保育園：1２園 

公立保育園：10 園 

認定こども園：5 園 
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事業） また、地域の子育て情報の提供や子育

て講座を開催し、家庭の子育て力の向

上を図る。 

4 
保 

認 

一時預かり事業

（保育園など） 

保護者が就労や病気などにより、一時的

に子どもの養育が困難になった場合や、

育児のリフレッシュのために一時的な預

かりを実施する。 

民間保育園：15 園 

公立保育園： 5 園 

認定こども園：4 園 

5 
幼 

認 

一時預かり事業

（幼稚園） 

幼稚園の教育時間の前後に保育を希望

する場合、在園児を預かる。 

用事などで不定期に利用する場合（不定

期利用）と就労で毎日利用する場合（定

期利用）がある。 

幼稚園：１１園 

認定こども園：18 園 

6 

保 

認 

幼 

教育・保育施設

等での障害児の

受入 

幼稚園や保育園等では、特別な支援を

必要としているお子さんの受入促進を図

り、園生活において安心・安全に過ごせ

るよう、保育環境や人員体制等の整備を

行う。 

－ 

7 

保 

認 

幼 

病児・病後児 

保育事業 

病中または回復期で集団保育が困難な

期間、子どもを一時的に預かり、保育及

び看護ケアを行う。 

市内：5 か所 

（病院併設等） 

8 

保 

認 

幼 

医療的ケア児の

受入 

市内保育園において医療的ケア児を受

入れるため、看護師の確保など体制整備

を行う。 

民間保育園：２園 

公立保育園：3 園 

認定こども園：1 園 

9 

保 

認 

幼 

未就園児すくてく

通園事業 

他者とともに過ごし、学び、遊ぶ経験を

通じて、子どもの発達を促すとともに、保

護者に対する継続的な支援を行うため、

保護者の就労の有無に関わらず、幼稚

園・保育所等を利用していない 0～2 歳

の未就園児を定期的に預かる事業を実

施している。 

また、令和 8 年度の国制度「子ども誰で

も通園制度」の本格実施に向けて準備し

ている。 

民間保育園：1 園 

幼稚園：９園 

認定こども園：4 園 

 ※保：保育園、幼：幼稚園、認：幼保連携型認定こども園。 
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本日の議題について  

  

以上の各種データ等を踏まえ、以下についてご意見をいただきたい。  

1 本市における認定こども園施策の方向性 

（1）今後の子ども・子育て支援事業計画における就学前児童数の推計による地域での需要の 

競合と確保状況(資料 1 P3(1),P4(2)) 

（2）質の向上の取組の展開(資料 1 P6（4）,P7（5）) 

 

2 今後の議論のために追加で必要なデータ・情報 

令和 7 年度第 2 回認可部会 

資料１-2 


